
○東京都市大学研究活動の不正調査委員会規程 

 

平成27年3月16日 

制       定 

  

改正 平成27年5月18日  平成28年3月14日 

 

 

（目的）  

第1条 この規程は、「東京都市大学研究活動の不正行為の防止等に関する規程」

（以下「不正行為の防止等に関する規程」という。）第10条及び「東京都市大学にお

ける公的研究費の管理・監査の実施基準」（以下「実施基準」という。）第13条に定

めるところにより、研究活動の不正調査委員会（以下「委員会」）に関し必要な事項

を定めるものとする。  

（任務）  

第2条 委員会は、本学における研究活動等の不正に関する事実関係についての調

査を行い、その結果を最高管理責任者に報告する。  

（組織）  

第3条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。  

(1) 最高管理責任者 

(2) 統括管理責任者 

（3） 不正が疑われる教職員の部局のコンプライアンス推進責任者及びコンプライア

ンス推進副責任者 

（4）その他最高管理責任者が特に必要と認めた者 

2 調査対象が公的研究費等に係る研究である場合、前項の委員に加えて公正かつ 

透明性の確保の為、本学に属さない第三者（弁護士、公認会計士等）を加える。  

3 不正行為の防止等に関する規程第3条第1項及び第2項に定める「特定不正行為」 

の場合は、外部有識者は、調査委員の半数以上であることとする。 

4 第1項の委員のうち、研究活動における不正行為の疑いのある者との間において直 

接利害関係がある者は、除くものとする。 

5 第2項の委員は本学及び告発者、被告発者との間において直接利害関係がある者 

は、除くものとする。 

（委員長）  

第4条 委員会に委員長を置き、委員のうちから最高管理責任者が指名する者をもっ

て充てる。 

2 委員長に事故がある場合は、あらかじめ委員長が指名した委員が代行する。 

（招集・運営） 

第5条 委員長は、不正行為の防止等に関する規程第10条及び実施基準第13条に



基づき委員会が設置されたときは、直ちに委員会を召集しなければならない。 

2 委員会は、委員の過半数以上の者の出席により成立し、議事は出席委員の過半数 

をもって決する。ただし、可否同数のときは委員長の決するところによる。  

（調査）  

第6条 委員会は、最高管理責任者が委員会設置を指示した場合は、当該事案に係

る配分機関等及び文部科学省にその旨を報告の上、速やかに調査を実施するもの

とする。  

2 委員会設置後、調査を実施する前に委員の氏名及び所属を告発者並びに被告発

者へ通知する。 

3 告発者及び被告発者は、前項の規定により受けた委員について不服がある場合は、

当該通知を受けた日から起算して10日以内に、書面により委員会に異議申し立て

をすることができる。 

4 前項の規定により異議申し立てがあった場合、委員会は内容を審査し、その内容

が妥当と判断したときは、当該異議申し立てに係る委員を交代させるとともにその旨

を告発者及び被告発者に通知する。 

5 調査実施の決定後、委員会において調査が開始されるまでの期間は30日以内と

する。 

6 調査の開始にあたって、委員会は告発者及び被告発者に対し、調査を行うことを通 

知し、調査への協力を求める。 

7 委員会は、調査の開始後、概ね150日以内に調査結果のとりまとめを行うものとす 

る。 

8 委員会は、不正の有無及び不正の内容、判定を行うに当たっては、被告発者に対 

し書面又は口頭による弁明の機会を与えなければならない。 

9 委員会は、必要があると認めるときは、次の各号に掲げる事項を行うことができる。  

（1） 調査対象者からの事情聴取  

（2） 関係者からの事情聴取  

（3） 関係資料等の調査  

（4） その他調査の実施に関し必要と認められる事項 

10 委員会は、調査中において被告発者の調査対象となっている者に対し、調査対 

象制度の研究費の使用停止を命ずることができる。 

11 委員会は、不正使用の存在の可能性を判定し、その結果を告発者及び調査対象 

者に通知しなければならない。  

12 公的研究費等に係る不正使用の調査に際しては、以下の点を遵守する。 

（1）告発等（報道や会計検査院等の外部機関からの指摘を含む）を受けた場合は、

不正行為の防止等に関する規程第9条及び実施基準第12条に基づき調査の

要否を判断するとともに、当該調査の要否を配分機関に報告する。 

（2）調査に際し、調査方針、調査対象及び方法等について配分機関に報告、協議

しなければならない。 

（3）調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やかに



認定し、配分機関に報告する。 

（4）配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況報告及び

調査の中間報告を当該配分機関に報告する。 

（5）調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る配分機関

からの資料の提出又は閲覧、現地調査に応じる。 

（6）告発等の受付から210日以内に、調査結果、不正発生要因、不正に関与したも

のが関わる他の公的研究費等における管理・監査体制の状況、再発防止計画

等を含む最終報告書を配分機関及び文部科学省に提出する。 

（認定） 

第７条 最高管理責任者は、委員会における調査結果に基づき不正の有無及び不正

の内容、関与した者及びその関与の程度、不正使用の相当額等の認定を行い、文

書により告発者および被告発者に通知する。この場合において、告発者のうち氏名

の秘匿を希望した者については、窓口を通じて通知するものとする。 

2 特定不正行為が行われなかったと認定される場合であって、調査を通じて告発が

悪意に基づくものであることが判明したときは、併せてその旨の認定を行うものとし、

この認定を行うにあたっては、告発者に弁明の機会を与えなければならない。 

(認定の判断基準) 

第8条 委員会は、被告発者からの説明及び調査によって得られた物的・科学的証拠、

証言、被告発者の自認等の諸証拠を総合的に判断して特定不正行為か否かの認定

を行うものとする。ただし、被告発者の自認等を唯一の証拠として特定不正行為と認

定することはできないものとする。 

（不服申立て） 

第9条 告発者及び被告発者は、第7条の認定の結果に不服がある場合は、当該通知

を受けた日から起算して10日以内に窓口を通じ、最高管理責任者に対してその旨

を申し立てることができる。 

2 不服の申立ては、原則として文書により行わなければならない。 

3 最高管理責任者は、前項の不服申し立てを受理したときは、直ちに委員会に対し

不服申し立てに係る審査を付託するものとする。 

4 委員会は、前項の不服申し立ての趣旨、理由等を勘案し、当該事案の再調査を行

うか否かを速やかに再審査し、決定する。 

5 最高管理責任者は、前項の審査結果を文書により告発者及び被告発者に通知す 

るものとする。この場合において、告発者のうち氏名の秘匿を希望した者について 

は、窓口を通じて通知するものとする。 

6 委員会が再調査を開始した場合は、50日以内に先の調査結果を覆すか否かを決

定し、その結果を直ちに最高管理責任者に報告し、最高管理責任者は当該結果を

被告発者及び被告発者が所属する機関並びに告発者に通知するものとする。 

7 最高管理責任者は、悪意に基づく告発と認定した告発者から不服申立てがあ 

った場合は、その旨を告発者の所属機関及び被告発者に通知し、加えて、当該 

事案に係る配分機関及び文部科学省に報告を行う。 



8 委員会は、悪意に基づく告発と認定した告発者から不服申立てがあった場合は、

30日以内に再調査を行うものとし、その結果を直ちに最高管理責任者に報告する

ものとする。 

9 最高管理責任者は、前項の調査結果を告発者及び告発者の所属機関並びに被

告発者に通知し、加えて、当該事案に係る配分機関及び文部科学省に報告を

行う。 

（不正行為に対する措置） 

第 10条  最高管理責任者は、第7条の判定が行われ、不正行為の存在が確認された

場合は、本学規程等に従って適切な措置を講ずるとともに次の各号に掲げる必要

な措置を取らなければならない。 

（1）調査対象者の教育研究活動の停止勧告 

（2）配分機関、関連機関等への通知 

（3）その他不正行為の排除のために必要な措置 

（4）特定不正行為と認定された論文等の取下げの勧告 

2 予備調査および調査の結果、告発が悪意（被告発者を陥れるため、又は被告発者 

が行う研究を妨害するためなど、専ら被告発者に何らかの損害を与えることや被告 

発者が本学に不利益を与えることを目的とする意思。）に基づくものと認定された場 

合、最高管理責任者は告発者に対し、本学規程等に従って適切な措置を講ずる。 

（調査結果の公表） 

第11条 最高管理責任者は、委員会において不正行為の存在が確認された場合、

次の事項を原則として公表するものとする。 

(1) 不正行為に関与した者の所属及び氏名 

(2) 不正行為の内容 

(3) 最高管理責任者又は委員会が公表時までに行った措置の内容 

(4) 調査の方法、手順等 

(5) 委員会の委員長、委員の氏名及び所属 

(6) その他必要と認める事項 

2 最高管理責任者は、委員会において不正行為が行われなかったと認定され、当該

認定が確定した場合は原則として調査結果を公表しないことができる。 

ただし、公表までに調査事案が学外に漏洩していた場合及び論文等に故意による

ものでない誤りがあった場合は、調査結果を公表する。 

3 前項ただし書きの規定により調査結果を公表する場合は、次の事項を公表するも

のとする。この場合において、悪意に基づく告発との認定があったときは、告発者の

所属及び氏名を併せて公表する。 

(1) 不正行為は行われなかったこと（論文等に故意によるものでない誤りがあった

場合はそのことも含む。） 

(2) 被告発者の所属及び氏名 

(3) 調査の方法，手順等 

(4) 委員会の委員長、委員の氏名及び所属 



(5) その他必要と認める事項 

（告発者等及び被告発者の保護） 

第 12条  本学すべての教職員は、不正行為に関わる告発をしたこと、調査に協力し

たこと等を理由に、当該告発等に関係した者に対して不利益な取扱いをしてはなら

ない。 

2 最高管理責任者は、前項の告発に関係した者が不利益な取扱いを受けることがな 

いよう配慮しなければならない。 

3 最高管理責任者は、調査の結果申し立てに関わる不正行為の事実が認められな 

かった場合において、被告発者の教育研究活動への支障又は名誉棄損等があっ 

たときは、その正常化又は回復のために必要な措置を取らなければならない。 

4 不正行為に関わる告発又は調査に関わった者は、関係者の名誉、プライバシーそ 

の他の人権を尊重するとともに、知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

（懲戒処分） 

第 13条  最高管理責任者は、調査の結果、不正行為と認定された場合は、当該不正

行為を行った者に対して、不正の背景、動機等を総合的に判断し、悪質性に応じ、

東京都市大学就業規則、東京都市大学学則、東京都市大学大学院学則及び学

内関係規程等に従って、懲戒処分等必要な措置を講ずるものとする。 

（秘密保持）  

第14条 委員及びその他の者で、委員会に関与した者は、職務上知り得た秘密を漏

らしてはならない。また、その職を退いた場合も同様とする。  

（最高管理責任者への報告） 

第15条 委員長は、調査結果を速やかに最高管理責任者に報告しなければならない。

また、調査の実施において、調査方針、調査対象及び方法等並びに調査過程にお

いて、適宜に調査状況を最高管理責任者に報告しなければならない。 

（事務）  

第16条 委員会に関する事務は、総務課において処理する。  

（雑則） 

第17条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、委員会が別に定める。 

（改廃） 

第18条 この規程の改廃は東京都市大学研究委員会に諮り、大学協議会の議を経て、

学長が行う。 

 

  

付 則（平成 28 年 3 月 14 日） 

この規程は、平成 28 年 3 月 14 日から適用する。 

 


